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4）。患者の権利とは、「患者の権利に関する世界医師会リスボン宣言（WMA Declaration of 




































4 モデル、サス & ホランダー（Szasz, T., Hollander, M.）の 3 モデルを紹介する。 
（a）エマニュエルらの医療者・患者関係 4 モデル（額賀 2011：130） 
エマニュエルらは、医療者・患者関係を形成するコミュニケーションの種類をパターナリ












（b）サス＆ホランダーの医療者・患者関係 3 モデル（朝倉 2007：34） 
  サスとホランダーは、医療者・患者関係を能動‐受動（親‐幼児）モデル、指導‐協力










次に、IC の理念、IC 取得に不可欠な要素、IC 取得の際説明すべき事項について記す。 





（イ）IC 取得に不可欠な要素（吉村 2015：21-28） 
























 1999 年に起こった横浜市立大学医学部附属病院・患者誤認事件 1 および都立広尾病院・
















を実施した代表的な医療機関がテキサス大学 MD アンダーソンがんセンター（The 


















































立させる取組みも重要視されている。（厚生労働省ウェブサイト 2009、荒木 2011：38-43） 
 
（2）医療者間関係のコミュニケーション・モデル 




































































手続き（alternative dispute resolution：ADR）の手法の 1 つでもある。（裁判所ウェブサ
イト a、日経メディカル 2010）なお、ADR については第 3 章でも取り扱う。 
































































































































ャップが原因で起こる問題の 3 つを示した。また第 4 節では、臨床医療現場で発生する問
題に対応するため、（1）倫理コンサルテーション、（2）医療メディエーション、（3）患者支







1 1999 年 1 月横浜市立大学医学部附属病院において、手術室への患者受け渡しの際患者
の取り違えが見逃され、そのまま手術が実施された事件（日経メディカル 2010：32）。 
2 1999 年 2 月東京都立広尾病院にて手術終了後の患者に血液凝固阻止剤が投与されるは
ずであったが、誤って消毒液が点滴投与され患者が死亡した事件（日経メディカル 2010：
37）。 





































 また、米国の退役軍人省（United States Department of Veterans Affairs：VA）の全米
臨床倫理センター（National Center for Ethics in Health Care：NCEHC）では、倫理コ















（National Center for Ethics 








センター（The Ethox Centre, 






















また、米国生命倫理人文学会（American Society for Bioethics and Humanities：ASBH）
は、倫理コンサルテーションで検討される典型的な問題として下記を挙げている。（稲葉 




















































































の最も重要な機能の 1 つとして位置づけられている（Celie et al. 2016：475-478, Demir et 
al. 2013：38-44）。ここでは、まず米国の医療機関内倫理委員会の体制から解説する。 
米国の医療機関内倫理委員会には、主として 2 つの類型があり、1 つは医学臨床研究の計
画を対象とする研究倫理審査委員会（institutional review board：IRB）であり、もう 1 つ





者である医療者に提供される（要田他 2002：123-132）。米国における主な HEC の構成員
は、臨床医・看護師・薬剤師・臨床心理士・倫理学者・宗教者（牧師や司祭）・医療ソーシ
ャルワーカー・患者側弁護士・病院管理者・法律家等であり、その他一般人が委員として選





方針の策定と見直し、3）倫理コンサルテーションの 3 つが挙げられている（Celie et al. 
2016：475-478）。これら HEC の 3 つの役割・機能のうち、倫理コンサルテーションにつ
いては後述するため、ここでは、残り 2 つの役割・機能、すなわち HEC 内・外のスタッフ
の教育と啓発、医療機関固有の倫理方針の策定と見直しについて概要を記す。 
ア）HEC 内・外のスタッフの教育・研修・啓発（足立 2011：1-28、永野 2008：662-667） 












委員会（Joint Commission for the Accreditation of Healthcare Organization：JCAHO）
は、1998 年すべての登録機関に対し、院内方針の定期的な見直しと改訂を認定条件として































形式で責任を共有したという点で現在の HEC の概念に通ずるものがある。また、この 1 件
を機に一般人も倫理問題への関心を高めたという意味で、臨床倫理の歴史の重要な出来事
の 1 つと捉えられている。（マーフィー 2009：246-260、Aulisio 2016：546-553） 






下、米国の医療機関における HEC の普及の経緯、および倫理コンサルテーションが HEC
の重要な機能の 1 つとして位置づけられるようになった背景を記す。 






ある」と述べた（Teel 1975：8-9）。ティールのこの論文は、米国で初めて HEC の概念を明
確に示したものであり、医療界のみならず、法や政治の専門家からも注目を浴びた
（Heitman 1995：409-431）。 
米国における HEC は、1970 年代半ば頃から 2000 年代初頭にかけ増加の一途をたどっ


















1970 年代半ば頃から 1990 年代初目頃の HEC は、運営の目的や方針が不明瞭で、かつ構
成員を誰にすべきか等の重要事項が十分に検討されないまま作られたため、完成形からは
程遠いものが多く、内部に難解な課題を抱えていた。例えば、マサチューセッツ州のある病












た。（Tapper 2013：417-422、吉村 2017b：73-83） 








































































本表は、University of Washington School of Medicine website, Ethics in Medicine の
表を抜粋、和訳したものである。 
 
また、米国における HEC の役割・機能を記した最近の文献では、HEC の重要な役割・
機能が「倫理コンサルテーション」、「HEC 内・外の倫理教育」、「医療機関内の倫理方針
の策定と見直し」の 3 つに絞られているが、倫理コンサルテーションを第一の役割・機能
と見なす研究者もいる（Celie et al. 2016：475-478, Demir 2013：38-44）。1998 年、
JCAHO の勧告（JCAHO の認定を受ける条件として、倫理問題を解決する仕組みを医療
機関内に設置することを各医療機関に求めたこと）によって HEC の設置数が増加したの
は前述のとおりである。上述の HEC の 3 つの役割・機能のうち「倫理問題を解決する仕
組み」は倫理コンサルテーションであり、この勧告後、倫理コンサルテーションを実施す







以上、米国では、倫理コンサルテーションが HEC の重要な役割・機能の 1 つとして見な
されていること、また、倫理コンサルテーションの普及は HEC の発展下で進められてきた、
ということを示した。ここでは、米国における倫理コンサルテーションの実際について、（a）
現状、（b）実施形態、（c）モデルという 3 つの側面から論ずる。 
（a）現状 
米国では、HEC や倫理コンサルテーションに関する最近の主な調査として下記 2 つが実
施されている。以下、これらが示したデータから、特に HEC の一機能としての倫理コンサ
ルテーションに関わるものを取り上げる。 
①ペンシルバニア大学倫理委員会調査グループの全米調査（ The University of 
Pennsylvania Ethics Committee Research Group’s national survey） 
1999 年、米国病院協会（American Hospital Association）の登録認定病院からランダム
に選出した約 6,000 の医療機関を対象とする自己記入式アンケート調査であり、主な質問
内容は、病院の詳細、HEC の詳細、HEC の手続き、HEC の倫理コンサルテーション機能、
HEC の（機関内）倫理方針の策定機能についてであった。本アンケート調査の報告書
（McGee et al. 2001：60-64）の内容から HEC や倫理コンサルテーションに関して示され
ていることを要約すると次のようになる。1）全米病院の HEC の設置率は 1%（1983 年）





②全米の病院における倫理コンサルテーション調査（Ethics consultation in United States 




対し、電話および質問票による調査を行った。本調査の報告書（Fox et al. 2007：13-25）
の内容を要約すると次のようになる。1）回答のあった 522 機関のうち倫理コンサルテーシ















能力評価基準については、1988 年に健康および人間的価値学会（Society of Health and 
Human Values）と ASBH の前身である生命倫理コンサルテーション学会（Society for 
Bioethics Consultation）の合同特別研究班がこの作業を開始し、その結果を『生命倫理コ
ンサルテーションの中核能力（Core Competencies for Bioethics Consultation）』（1998）
にまとめている。また、倫理コンサルタントの倫理綱領策定については、ASBH 理事会が
2009 年に立ち上げた臨床倫理コンサルテーション局（Clinical Ethics Consultation 
Affairs：CECA）に草稿が託され、『臨床倫理コンサルタントの倫理綱領と職業的責任（Code 
of Ethics and Professional Responsibilities for Healthcare Ethics Consultants）』（2014）















いる。それらの一部を表 3 に示す。 
 























を示している。それらの一部を表 4 にまとめた。 
 
 
表 4 倫理コンサルタントが持つべき技能・能力 









































一方、『臨床倫理コンサルタントの倫理綱領と職業的責任』は、2005 年に ASBH の倫理
基準諮問委員会が開始した倫理綱領の策定の取組みの成果を継承し、CECA が 2009 年より
4 年がかりで作成したものである。CECA は、完成までに ASBH の登録認定病院を対象と
し、倫理綱領の必要性についてのアンケート調査を 2 度行い、その結果を原稿に反映させ
た。（Tarzian et al. 2015：38-51）『臨床倫理コンサルタントの倫理と職業的責任』で示さ
れている倫理コンサルタントが果たすべき倫理的責任（7 項目）を表 5 にまとめた。 
 



































































れぞれについて概略を述べる（Berkowitz et al. 2015: 1-18、シェルトン 2009：55-86）。 
①個人コンサルテーション 
個人コンサルテーションは、単独の専任倫理コンサルタントが依頼を受ける場合もあれ




























 以上、米国の倫理コンサルテーションの実施形態として典型的な 3 つの類型を示したが、
実際の臨床医療現場では、これらの形態を複合的に組み合わせて使用する医療機関が多い、
との報告がある。以下、その具体例をいくつか示す。 
i）オハイオ州メトロ・ヘルス医療センター（Metro Health Medical Center）、クリーブラ






ンベイ・メディカル・センター（Raritan Bay Medical Center） 











ることもある。（UNC Medical Center website） 
（c）米国における倫理コンサルテーションのモデル 
 米国の医療機関で固有に実施されている倫理コンサルテーション・モデルには、オーとシ












得ている。表 6 は、本モデルの手順を示したものである。第 4 ステップの構造化アプロー
チにおいてジョンセンらの 4 分割法の手法が導入されている。 
 

























第 5 ステップ 
倫理問題の評価 
第 4 ステップの結果を踏まえ、第 1 ステップの記述内容と中心
的な倫理問題を関連付け、課題を評価 







第 7 ステップ 
助言 
















合わせたものである。）CASES モデルの手順は表 7 に示すとおりである。 
 













本表は、Berkowitz et al.（2015）の記述を参照して作成した。 
 
米国で考案された倫理コンサルテーションのモデル例としてオーとシェルトンのモデル、










































































21）。表 8 では、4 つの実施施設／実施主体と実施形態の事例を示す。 
 









































































































































































1970 年代から 1980 年代初頭の米国では、医療訴訟件数の急増に伴う医療過誤賠償請求
額の急騰により医療者が賠償保険のカバーを受けられなくなるという医療過誤危機が続き、
裁判手続きを経ることなく、第三者の関与によってトラブルを解決する「裁判外紛争解決手


























mediation）」と呼び、医療 ADR の 1 手法としてのメディエーションと明確に区別してい




























































ンウェブサイト 2003、中西 2012：13-30、和田他 2012、） 































られた。1975 年カリフォルニア州で成立した医療被害補償改革法（Medical Injury 




半ばに第 1 次医療過誤危機と同様の現象が再度米国を襲い、第 2 次医療過誤危機が起こっ
た。これを受け、カリフォルニア州の MICRA を模した法律がルイジアナ州、テキサス州等
20 州以上で次々と制定されたが、2001 年ネバダ州を起点とする第 3 次医療過誤危機が再度
米国を襲った。（損保ジャパン日本興亜総合研究所ウェブサイト、宮坂 2004：477-483、樋
口 2007：124-130）。 


















米国の ADR は、その後以下の経過をたどり、制度として定着していった。 
1976 年ミネソタ州で司法制度改革を目的として招集されたパウンド会議（米国の著名な




れが米国の ADR 制度の原型と言われる。同時期の米国では、第 1 章で述べたように、黒
人の公民権運動、女性解放運動、消費者運動等が展開されたが、これに伴って ADR も次
第に全米に普及していった。1990 年には民事司法改革法により、各連邦裁判所に ADR の
担当部署の設置が求められた。また 1998 年には ADR 法が成立し、全ての連邦地方裁判所
に対し、少なくとも 1 種類の ADR 受付窓口の設置が義務付けられた。これらの法律によ
って裁判所付属 ADR 制度がスタートし、実質的な ADR 促進の土台ができあがった。
40 
 
（Kessler 1988：577-579、廣田 2000：95-110、Schuler 2006：751-789） 
米国の ADR の実施体制は、ア）裁判所付属 ADR（上述）、イ）民間 ADR、ウ）行政機
関内 ADR の 3 タイプに類別される。民間 ADR を実施する主な機関として、司法仲裁・メ
ディエーション・サービス（Judicial Arbitration and Mediation Services：JAMS）が挙げ
られる。JAMS のような民間 ADR 機関は、同時に裁判所付属 ADR としての機能も持ち、
必要時には裁判所からの外部委託にも応じている。（裁判所 2012、平野 2011a：32-39）
米国における ADR の普及を裏付けるデータを示すものとして 2007 年カリフォルニア州サ
ンマテオ郡第一審裁判所が実施した調査結果があり、提訴された民事事件の約 71％におい
て訴訟が取り下げられ、ADR で解決に至った、と報告している。（平野 2011b：64-73） 
米国で使用される主な ADR 手法は、仲裁（arbitration）、メディエーション
（mediation）、早期中立評価（early neutral evaluation）、ミニトライアル（mini 
trial）、およびオンブズマン（ombudsman）である。これら 5 手法は、1970 年代以降訴
訟件数の激増に伴って生じた裁判の遅滞に対処するための方策として試みられた ADR 手
法の中から米国内で定着したものである。このうち、仲裁およびメディエーションは、そ












動から ADR 制度が確立したのは前述のとおりであるが、医療にも ADR が導入され始め、















的とした「統一メディエーション法（Uniform Mediation Act：UMA）」が成立し、2003 年
の改正を経て現在までに 8 州がこれを制定した。（レビン小林 2006、エーディーアールジ










/medical mediation model”と称され、その一方、別の文献では“healthcare ADR model”
と称され、類型化がまちまちである。ただし、前項でも記したように、米国で誕生した医療



















493-517, Uniform Law Commission website） 
以下に示す 6 つの医療メディエーション・モデルは、文献上の引用数が多い、あるいは
顕著な特徴を持つと考えられるものである（Liebman 2005、日本学術会議法学委員会医
療事故紛争処理システム分科会 2008、Balcerzak et al. 2012：44-48、Bell et al. 2012：





（a）ラッシュ・モデル（Rush Model）（Balcerzak 2008：44-48, Liebman et al. 2005, Yee, 


























ラッシュ・メディカルセンターではラッシュ・モデルを導入した 1995 年から 5 年間の調
査により、約 80 件の医療過誤事例が発生したが、そのうち約 80％以上について（訴訟では





















（b）ジョンズ・ホプキンス・モデル（Johns Hopkins Model）（中西 2007：240-243、 


























された。1）賠償金、解決金、および紛争諸費用が過去 5 年間で約 27％カットされ、約 1,000
万米ドルが節約できたこと、2）本モデルが適用された案件は、いずれも第 2 次対応の ISM
の段階で解決したため、過去 5 年間は院外の医療メディエーターとの連携がほとんど発生
せず、当事者らの精神的ロスも緩和されたこと、3）第 3 次対応への持越しを回避するため、
第 2 次対応の ISM に長時間を費やした、というケースがいくつかあったこと。 
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（c）ミシガン・モデル（Liebman et al. 2005, Sybblis 2006：493-517, Balcerzak 2008：44-
48） 





















用が導入開始時の 2001 年頃は 48 米ドルだったが、医療者による情報開示が促進されたこ
とにより、2007 年の調査持には 21 ドルまで削減し、また、年間の医療訴訟にかかる費用は
全体で 200 万ドル削減された。また 1 事例の解決に要した平均日数が、同様に 1,000 日か








（d）PDMAP モデル（Pew Demonstration Mediation and ADR Project Model）（Liebman 









エーション・サービスが 2 年間提供され、その成果が調査された。 
PDMAP モデルでは、メディエーション研修やメディエーション・サービスの方針、手順



































（e）ドレクセル・モデル（Drexel Model）（Liebman et al. 2005, Sohn 2012：1370–1378, 
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2004 年、本モデルの導入時は（現在のように HCR からの派遣医療メディエーターでは
なく）コ・メディエーション体制下の現役の弁護士 2 名が使用されていた。2004 年から 1
年間の調査報告によると、コ・メディエーション体制下で実施された医療メディエーション
20 件のうち、85％に相当する 17 件は和解に至ったが、残りの 3 件は訴訟に持ち込まれ、
結果的に患者・家族側に不利な審判が下りたとの報告がある。 
（f）情報開示・謝罪および和解提案プログラム（The Disclosure, Apology and Offer 
Programs：DA&O）（Bell et al. 2012：682-705, Woodward et al. 2012） 
マサチューセッツ州では、2012 年医療費統制法の成立に伴い、ベス・イスラエル・ ディ
















表 1 米国の医療メディエーション・モデルの比較 
 
DA&O モデルの使用に関する調査結果では、「医療者の倫理的あるいは職業的意識が高ま









































































































いて、「ニューヨーク市保健・病院協会スタディ（New York City Health＋Hospitals 
Corporation Study：HHC Study」（2004）、および「病院訴訟介入スタディ（Mediating Suits 
against Hospitals Study：MeSH Study）」（2005-2006）という 2 つの大規模実態調査を行
った。これら 2 調査の目的は、メディエーションの実施により、患者の安全や医療者・患者
（家族）関係を良好に保ち、かつ、当事者が被る金銭的ロス、時間的ロスを軽減して経済的
恩恵がもたらされるかどうかを評価することにあった。（Hyman 2011：1-4, Liebman 2011：
135-149） 




足し合うコ・メディエーション体制が適用された（Hyman et al. 2006：1394-1399, Hyman 
et al. 2010：797-826, Liebman 2011：135-149, Hyman 2011：1-4）。 
両スタディにおける医療メディエーションの共通の成果としては、和解までに費やされ

























医療者による防衛医療に歯止めをかけるため、「正しく行動しよう（Do the right thing）」
というキャッチフレーズのもと、1995 年からこの運動を展開した。また、他の 1 つは、医




























制度改革審議会における「ADR 制度の充実」の提言と ADR 基本法の成立という 2 つの取
組みがあった（前田 2016：92-105）。以下、これらについて説明する。 
（a）法学者らによる米国の ADR 研究 










ア）「医療メディエーター養成研修」（吉田 2009：171-246、和田・中西 2012） 



























る制度）が 2012 年に新設された。 
イ）「医療対話推進者研修」（井上 1999、稲葉 2014b、吉田 2008：199-252） 






























































を立ち上げていった。（首相官邸ウェブサイト 2000、厚生労働省ウェブサイト 2015、前田 
2016：92-105） 



















れることとなった。現在わが国で実施されている ADR の一般的なタイプは、先に挙げた 3
類型（司法型 ADR、行政型 ADR、民間型 ADR）であるが、医療 ADR に適用されているも
のは主に民間型 ADR である。なお、司法型 ADR、行政型 ADR については、裁判所の書記
官や消費者センターのスタッフが医療紛争に十分対応できないという理由から、現時点で
は医療 ADR への適用には至っていない。（植木 2014：3-8、裁判所 2015：89-113、前田
2016：92-105） 




2017 年現在、全国 32 の弁護士会が医療 ADR の担い手として認証を受けている。例えば
東京三弁護士会（東京弁護士会、東京第一弁護士会、東京第二弁護士会の提携）の医療 ADR
は、次のような手順で行われる。ADR の申立を受けたら、まず弁護士の 1 人（手続き管理
者）が必要な手続きを開始し、 ADR 申立当事者との初期面接であっせん人の構成（あっせ











護士会が提供したデータによると、2007 年から 5 年間で扱った医療 ADR 案件数は 127 件
で、医療者側が患者・家族側からの申立てに応諾したのはそのうちの 71％であり、また、
和解成立までに要した時間は平均約 6.5 カ月であった。 
 弁護士会主導型 ADR は、全国的に医療紛争の処理経験の豊富な弁護士が多い、との定評
がある。しかしながら、その反面、患者・家族側の弁護士に医療者への不信感を強く持つ者
が多く、話し合いの場に医療者が参加することは非常に少ない、と言われる。また、弁護士
会主導型 ADR は、単に弁護士の職務拡大を狙った制度ではないか、との見方もある。 
イ）医師会主導型（茨城県・医療問題中立処理委員会）（植木 2014：3-8、日経メディカル

































































JAHM が認定した医療メディエーター数は 2016 年 6 月の時点で 4,024 名に及ぶ。また

















療 ADR（裁判外粉争解決）研修会」を 2006 年に、また、医療メディエーション研究会「架







































原則として医療機関の職員に限定されている。（和田他 2001、和田他 2012） 
以下、本モデルの理論的基盤、手順、医療メディエーターの行動規範、プログラムの内容
を記す。 

























































































































































































 アルバート・アインシュタイン医科大学（Albert Einstein College of Medicine）名誉教
授ダブラー（Dubbler N.N.、生命倫理学）は、1980 年代から同大学の附属機関であるモ
















































れている、等が挙げられている。（Dubbler, 2011：177-200, Dubler et al. 2014） 
リーブマンとダブラーの共著第 2 版で示されているバイオエシックス・メディエーショ




















ィエーターとして雇用されることが多い。（Albert Einstein College of Medicine website, 





 バイオエシックス・メディエーション：協働解決法の形成』の第 2 版が刊行された主な理
由として、倫理コンサルテーションのスキルやプロセスの標準化への取組みが挙げられて














いう懸念である。また、リーブマンとダブラーの第 2 版では、ASBH の『生命倫理コンサ
ルテーションの中核能力第 2 版』においてメディエーションの手順が倫理コンサルテーシ
ョン手順の一部に組み込まれたことに応え、メディエーション・スキルの記載を追加して
いるが、それらは ASBH 第 2 版の内容に十分に対応しているとは言いがたく、また、ダブ
ラーが主導した（前述の）「倫理コンサルタントの標準的評価法および資格認定法に関す




















































本センターは、2006 年の医療法の改正を契機に 2007 年頃から全国に設置されるようにな
















































相談を行う NPO 法人や民間団体がいくつか見受けられるが、中でも、「NPO 法人ささえあ
い医療人権センターCOML（コムル）」は 1990 年に活動を開始し、患者主体の医療支援活










































































   病院同行 















































































った。その後 2010 年、内閣府が「地域社会雇用創造事業（iSB 公共未来塾）計画」を立
ち上げたのを機に、医療市民マイスター協会を設立、2011 年には埼玉県久喜市の栗橋病院





は JAHM 主催の研修受講資格が付与される。 




















表 2 医療機関外患者支援システムと医療機関内患者支援システム 
 
      項目 
実施団体 
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